
投資を始めるチャンス!? J-REITに海外投資家が注目する訳は？裏面へ ⇒

「
東
証
R
E
I
T
指
数（
配
当
込
み
）」は
、足
も
と
最
高
値
水
準
で
推

移
し
て
い
る
一
方
、「
東
証
R
E
I
T
指
数
」は
2
0
1
8
年
以
降
、

2
0
1
7
年
の
下
落
を
取
り
戻
す
も
過
熱
感
は
み
ら
れ
ず
。

●
長
期
投
資
で
は
配
当
の
力
も
パ
フ
ォ
ー
マ
ン

ス
に
大
き
く
貢
献
。

●
10
年
間
投
資
し
た
場
合
、
多
く
の
ケ
ー
ス
で

株
式
投
資
の
リ
タ
ー
ン
を
上
回
る
。

●
10
年
間
投
資
し
た
場
合
、
J
|
R
E
I
T
は

マ
イ
ナ
ス
リ
タ
ー
ン
の
ケ
ー
ス
は
ゼ
ロ
。

●
過
去
5
年
、
J
|
R
E
I
T
の
資
産
価
値
は
価
格
を
上
回

る
ペ
ー
ス
で
上
昇
。

●
そ
れ
に
伴
い
、
N
A
V
倍
率
は
過
去
平
均
を
大
き
く
下
回

る
水
準
ま
で
低
下
。

●
2
0
1
8
年
以
降
、
J
|
R
E
I
T
は
上
昇
す
る
も

N
A
V
倍
率
は
ゆ
る
や
か
な
上
昇
に
と
ど
ま
る
。

●
良
好
な
不
動
産
市
況
を
背
景
と
し
た
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
の
賃

料
上
昇
や
売
買
益
の
増
加
。

●
利
回
り
の
相
対
的
に
高
い
地
域
の
物
件
取
得
。

●
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
に
よ
る
各
種
施
設
の
稼
働
率
や
賃
料
上

昇
。

J-REIT配当金配当金
3兆 6,000億円3兆 6,000億円

情報提供資料
2019年3月

特報累計
※2018年11月時点

※期間：2003年3月末～2019年2月末（月次）
※配当の力は過去の配当金の複利の累積効果を表します。

出所：一般社団法人不動産証券化協会およびブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成
上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。また、配当金や利回りは過去の実績であり、将来の配当を約束するものではありません。

※期間：2003年3月末（東証REIT指数算出開始月）～2019年2月末（月次）
※当該期間において、各月末時点の10年前から投資した場合のそれぞれのリターンを試算しています。また、税金等諸費用は考慮していません。
※上記は、指数を用いて試算しているものであり、実際には指数に直接投資をすることはできません。

※期間：2014年1月～2019年1月（月次）
※NAV倍率は不動産証券化協会が計算したもの。
※NAVは東証REIT指数をNAV倍率で割り、2014年1月
の値を100として指数化したもの。※期間：2014年2月28日～2019年2月28日（日次）
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J
|
R
E
I
T
は

　
長
期
投
資
で

　
　
　
負
け
な
し

価
格
を
上
回
る
ペ
ー
ス
で

上
昇
し
て
き
た
純
資
産
価
値

賃
料
上
昇
等
を
背
景
に

　
配
当
利
回
り
は
高
水
準

東証REIT指数と東証REIT指数（配当込み）の推移

NAVとNAV倍率の推移J-REITの1口当たり実績配当金額と
予想配当利回りの推移
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2009年2月末に
　100万円投資した場合、
　10年後の2019年2月末の
　　　評価額は約377万円

CASE
2

2003年3月末に
　100万円投資した場合、
　10年後の2013年3月末の
　　　評価額は約266万円

CASE
1

東証REIT指数と東証株価指数に10年間投資した場合のリターン（試算値）

リターンがプラス
になった回数 72回中72回
リターンがマイナス
になった回数 72回中 0回

東証REIT指数（配当込み）

NAV倍率平均（左軸）

N
A
V（
N
e
t 

A
s
s
e
t 

V
a
l
u
e
）と
は
純
資
産
価

値
を
意
味
し
て
お
り
、N
A
V
倍
率
は
現
在
の
J
|
R
E
I
T
の

株
価
が
純
資
産
価
値
に
対
し
て
何
倍
か
を
示
し
ま
す
。一
般
に

倍
率
が
高
い
ほ
ど
株
価
が
割
高
、低
い
ほ
ど
割
安
で
あ
る
こ
と

を
意
味
し
ま
す
。

NAV
倍率

J
|
R
E
I
T
は
、
利
益
の
90
％
超
を
配
当
す
る
こ
と
な
ど
の
条

件
を
満
た
せ
ば
法
人
税
が
免
除（
配
当
金
が
損
金
算
入
）さ
れ
ま

す
。そ
の
た
め
、J
|
R
E
I
T
は
通
常
、利
益
の
ほ
と
ん
ど
を
投

資
家
に
配
当
し
ま
す
。

つ
ま
り
、
J
|
R
E
I
T
の
配
当
は
株
式
の
配
当
と
比
べ
、
よ
り

利
益
に
直
結
し
て
い
る
と
い
え
ま
す
。

J-REIT
の配当

1.24倍1.24倍

1.09倍

152

3.99％

72予想配当利回りの平均（左軸）

予想配当利回り（左軸）

NAV（右軸）

1口当たり実績配当金額（右軸）

3.66％3.66％

長
期
で
積
み
上
が
る

　
配
当
の
力

　
　
　
足
も
と
で
上
昇



※期間：2018年1月～2019年1月（月次）

※期間：2017年12月29日～2019年2月28日（日次）
※2017年12月29日を100として指数化。

出所：一般社団法人不動産証券化協会、ブルームバーグおよび一般財団法人森記念財団都市戦略研究所「世界の都市総合力ランキング  2018年10月」のデータをもとにアセットマネジメントOne作成
上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

合計約3,872億円の買い越し

買い越し

売り越し

【投資信託に係るリスクと費用】
●投資信託は、株式、債券および不動産投資信託証券（リート）などの値動きのある有価証券（外貨建資産には為替リスクもあります。）に投資をしますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価
額は変動します。このため、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者の皆さまに帰属します。
また、投資信託は預貯金とは異なります。
●投資信託に係る費用について
■お客さまが直接的に負担する費用　購入時手数料：上限3.78％（税込）　換金時手数料：換金の価額の水準等により変動する場合があるため、あらかじめ上限の料率等を示すことができません。　信託財産留保額：上限0.5％
■お客さまが信託財産で間接的に負担する費用　運用管理費用（信託報酬）：上限 年率2.6824％（税込）※上記は基本的な料率の状況を示したものであり、成功報酬制を採用するファンドについては、成功報酬額の加算によって
ご負担いただく費用が上記の上限を超過する場合があります。成功報酬額は基準価額の水準等により変動するため、あらかじめ上限の額等を示すことができません。■その他費用・手数料：上記以外に保有期間等に応じてご負担
いただく費用があります。投資信託説明書（交付目論見書）等でご確認ください。その他費用・手数料については定期的に見直されるものや売買条件等により異なるため、あらかじめ当該費用（上限額等を含む）を表示することは
できません。※手数料等の合計額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することはできません。※上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しておりま
す。費用の料率につきましては、アセットマネジメントOne株式会社が運用するすべての投資信託のうち、徴収するそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。※投資信託は、個別の投資信託ごとに投資対象資産の
種類や投資制限、取引市場投資対象国が異なることから、リスクの内容や性質、費用が異なります。投資信託をお申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡ししますので、必ず
お受け取りになり、内容をよくお読みいただきご確認のうえ、お客さまご自身が投資に関してご判断ください。※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

【ご注意事項】
●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成したものです。●当資料は、情報提供を目的とするものであり、投資家に対する投資勧誘を目的とするものではありません。●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が
信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性について、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。●当資料に
おける内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。●投資信託は、１．預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会社
を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象ではありません。２．購入金額について元本保証および利回り保証のいずれもありません。３．投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる
損失は購入者が負担することとなります。
【指数の著作権等】
●東証REIT指数および東証株価指数（TOPIX）は、株式会社東京証券取引所（㈱東京証券取引所）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など
各指数に関するすべての権利は、㈱東京証券取引所が有しています。●FTSE及びFTSE®は、ロンドン証券取引所（London Stock Exchange Plc）並びに
フィナンシャル・タイムズ社（The Financial Times Limited）の商標であり、ライセンスに基いてFTSEが使用しています。FTSE NAREIT All Equity REITs
指数およびFTSE EPRA／NAREIT UK指数（以下、各指数）は、FTSEの商標であり、各指数の算出、指数値の公表、利用など、各指数に関するあらゆる権利は
FTSE又はその関連パートナー会社に与えられています。FTSEは、各指数値及びそこに含まれるデータの正確性、完全性について、明示的、黙示的を問わず保
証するものではありません。また、算出又は公表の誤謬、遅延または中断に対し、一切責任を負いません。●S&P/ASX200REIT指数は、S&Pダウ・ジョーン
ズ・インデックスLLCまたはその関連会社の商品であり、これを利用するライセンスが委託会社に付与されています。S&Pダウ・ジョーンズ・インデックス
LLC、ダウ・ジョーンズ・トレードマーク・ホールディングズLLCまたはその関連会社は、いかなる指数の資産クラスまたは市場セクターを正確に代表する能力
に関して、明示または黙示を問わずいかなる表明または保証もしません。また、 S&P 豪州REITインデックスのいかなる過誤、遺漏、または中断に対しても一
切責任を負いません。

東証REIT指数

■REIT予想配当利回り
■10年国債利回り

東証株価指数
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日
本
の
良
好
な
不
動
産
市
況
に
加
え
て
、
J
|
R
E
I
T
と
10
年
国
債
と
の
利
回
り
格
差
の
大
き
さ
が

海
外
投
資
家
の
買
い
に
つ
な
が
っ
て
い
る
一
つ
の
要
因
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

ま
た
2
0
1
8
年
以
降
、
世
界
の
株
式
市
場
が
大
き
く
変
動
す
る
な
か
、
米
ド
ル
換
算
の
J
|

R
E
I
T
が
安
定
し
た
推
移
を
み
せ
て
い
る
こ
と
も
買
い
を
後
押
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

J
|
R
E
I
T
の
委
託
売
買
代
金
全
体
に
占
め
る
海
外
投
資
家
の
割
合
は
60
％
以
上
と
高
く
、
今
後
も
海

外
投
資
家
に
よ
る
買
い
が
継
続
す
れ
ば
、
J
|
R
E
I
T
市
場
の
下
支
え
に
な
る
こ
と
が
期
待
で
き
ま
す
。

今
年
は
ラ
グ
ビ
ー
W
杯
、2
0
2
0
年
は
東
京
五
輪
が
開
催
さ
れ
る
予
定

で
す
。「
東
京
五
輪
終
了
後
、不
動
産
市
況
は
悪
化
す
る
の
で
は
な
い
か
」と

い
う
声
を
耳
に
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
が
、本
当
に
そ
う
な
の
で
し
ょ
う

か
。む
し
ろ
、ラ
グ
ビ
ー
W
杯
や
東
京
五
輪
は
日
本
を
世
界
に
宣
伝
す
る
こ

と
が
で
き
る
絶
好
の
チ
ャ
ン
ス
だ
と
考
え
る
こ
と
は
で
き
な
い
で
し
ょ

う
か
。2

0
1
8
年
の
訪
日
外
国
人
旅
行
者
数
は
3
1
1
9
万
人
に
達
し
、

初
め
て
3
0
0
0
万
人
を
突
破
し
ま
し
た
。政
府
は
目
標
に
掲
げ
る

「
2
0
2
0
年
に
4
0
0
0
万
人
、2
0
3
0
年
に
6
0
0
0
万
人
」に

向
け
て
、引
き
続
き
外
国
人
誘
致
に
取
り
組
む
と
し
て
い
ま
す
。ま
た
、

訪
日
外
国
人
旅
行
者
数
が
増
加
し
て
い
る
背
景
に
は
ソ
ー
シ
ャ
ル
・

ネ
ッ
ト
ワ
ー
キ
ン
グ・サ
ー
ビ
ス（
S
N
S
）も
影
響
し
て
い
る
と
言
わ

れ
て
い
ま
す
。日
本
に
訪
れ
て
S
N
S
で
旅
行
の
コ
メ
ン
ト
を
投
稿
す

る
こ
と
に
よ
り
、「
私
も
日
本
に
行
っ
て
み
た
い
」と
思
う
人
が
多
く

い
る
よ
う
で
す
。加
え
て
、日
本
を
訪
れ
る
リ
ピ
ー
タ
ー
が
増
え
て
い

る
こ
と
も
大
き
な
流
れ
の
一
つ
に
な
っ
て
い
ま
す
。

ラ
グ
ビ
ー
W
杯
や
東
京
五
輪
と
い
う
イ
ベ
ン
ト
は「
日
本
に
行
っ

て
み
る
」と
い
う
最
初
に
し
て
最
大
の
ハ
ー
ド
ル
を
越
え
る
き
っ
か

け
と
な
り
ま
す
。こ
こ
で
日
本
の
魅
力
を
世
界
に
ア
ピ
ー
ル
で
き
れ

ば
、そ
の
後
も
長
期
的
に
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
効
果
が
期
待
で
き
る
と

考
え
ら
れ
ま
す
。一
般
財
団
法
人 

森
記
念
財
団
都
市
戦
略
研
究
所

「
世
界
の
都
市
総
合
力
ラ
ン
キ
ン
グ
」で
東
京
は
第
3
位
、そ
し
て

大
阪
、福
岡
も
ラ
ン
ク
イ
ン
し
て
お
り
、世
界
か
ら
み
て
日
本
は

魅
力
的
な
都
市
を
有
す
る
国
と
し
て
高
い
評
価
を
得
て
い
ま
す
。

訪
れ
た
外
国
人
に
も
日
本
の
良
さ
を
発
見
し
て
も
ら
え
る
こ
と

で
し
ょ
う
。ま
た
、東
京
五
輪
に
向
け
て
計
画
さ
れ
て
い
る
再
開

発
な
ど
が
あ
り
ま
す
が
、東
京
駅
・
渋
谷
駅
周
辺
、福
岡
天
神
エ

リ
ア
な
ど
東
京
五
輪
後
も
継
続
す
る
も
の
が
多
く
あ
り
ま
す
。

昨
年
に
は
2
0
2
5
年
の

大
阪
万
博
開
催
も
決
ま
り
、

ま
す
ま
す
日
本
は
世
界
で

話
題
に
な
る
こ
と
で
し
ょ
う
。

東
京
五
輪
の
後
も

日
本
が
ど
う
発
展

し
て
い
く
の
か

目
が
離
せ
ま
せ
ん
。

ラグビーW杯や
東京五輪などのイベントは

日本を世界に宣伝するビッグチャンス！？
ラグビーW杯や
東京五輪などのイベントは

日本を世界に宣伝するビッグチャンス！？

190301JSJ-REIT配当の力

商 号 等：アセットマネジメントOne株式会社　
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第324号

加入協会：一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

海外投資家のJ-REIT売買状況

東証REIT指数と東証株価指数の推移（米ドル換算）

主要国REITと10年国債利回りの比較

18/4 18/1018/1 18/7 19/1（年/月）

18/3 18/917/12 18/6 18/12 （年/月）

※2019年2月末時点
※主要国REITの利回りで用いた指数は次のとおり。日本：東証REIT指数、
米国：FTSE NAREIT All Equity REITs指数、英国：FTSE EPRA／
NAREIT UK指数、豪州：S&P／ASX200REIT指数。利回りは、指数構成
銘柄の変更などにより、大きく変動することがあります。
※各国のREITと国債は、置かれている経済環境や信用状況が異なること
から、単純に比較することはできません。
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